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1.はじめに 

（１）地方公会計制度の概要 

 

地方公共団体の公会計制度は、「現金主義（単式簿記：現金を測定の対象とし、その出入

りを記録する）」を採用しています。現金主義は、予算の執行や現金収支の把握には適した

ものとなっていますが、「発生主義（複式簿記：現金の出入りだけではなく、全ての経済資

源を測定対象とする）」を採用する企業会計と比べ、過去から積み上げた資産や負債などの

状況を把握できないこと、また減価償却や引当金といった会計手続きの概念がないといっ

た弱点があります。そこで、現金主義会計を補完するものとして、企業会計の考え方及び手

法を活用した発生主義会計に基づく財務書類等の整備が推進されてきました。 

具体的には、平成 18 年 5 月に公表された「新地方公会計制度研究会報告書」を基に、国

の作成基準に準拠した新たな方式による連結ベースでの財務書類（貸借対照表、行政コスト

計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）の作成及び開示を行うよう、総務省から地方

公共団体に要請されました。そして、平成 27 年 1 月に発生主義・複式簿記の導入、固定資

産台帳の整備により客観性・比較可能性を担保した「統一的な基準」による地方公会計の整

備の方針が示され、この統一的な基準での財務書類を平成 30 年 3 月までに作成するよう、

すべての地方公共団体に要請されました。 

「統一的な基準」による地方公会計の整備が進むことにより、財政状況やストック情報が

「見える化」され、固定資産台帳の整備により公共施設マネジメントが推進されるなど、地

方公会計は、財務書類や固定資産台帳を作成するだけではなく、それをわかりやすく公表す

るとともに、資産管理や予算編成、行政評価等に活用されることが期待されています。 

岡垣町では、平成 27 年度決算から固定資産台帳の整備を行い、平成 28 年度決算から統

一的な基準による財務書類を作成しています。 

 



2 

 

（２）統一的な基準の特徴 

 

 統一的な基準による財務書類の特徴として、大きく次の 3つが挙げられます。 

①発生主義・複式簿記の導入 

②固定資産台帳の整備 

③比較可能性の確保 

 固定資産台帳の整備を前提とした統一的な基準による財務書類を整備することにより、

地方公共団体によって様々であった財務書類の作成方式が統一化され、資産の計上方法に

ついても発生の都度又は期末一括で複式仕訳を行うことで、公共施設等のマネジメントへ

の活用や地方公共団体間での比較ができるようになりました。 

 

 

（３）作成基準日 

 

作成基準日は、各会計年度の最終日としています。今回の令和 4年度決算分は、令和 5年

3月 31 日が作成基準日となります。なお、出納整理期間（翌年度 4月 1日から 5月 31 日ま

での間）の収支については、基準日までに終了したものとみなしています。 

 

（４）単位未満の計数について 

 

財務書類については千円単位で表示しており、千円未満は四捨五入しています。そのため、

四捨五入による端数の処理により、合計金額に齟齬が生じる場合があります。 
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２．財務書類 4 表とは 

 財務書類 4 表の内容と 4表相互の関係は、次のとおりです。 

 

表の名称 内  容 

貸借対照表 

行政サービスを提供するために保有している財産（資産）とその資産をどのような

財源（負債・純資産）でまかなってきたかを示したもので、資産合計と負債・純資

産合計が必ず一致し、財源と財産が釣り合うことから、バランスシートとも呼ばれ

ます。 

行政コスト計算書 

企業会計における損益計算書にあたるもので、資産形成に結びつかない行政サー

ビスに係る経費（経常費用）と、その直接の対価として得られた使用料等（経常収

益）を対比したものです。 

純資産変動計算書 
一会計期間において、町の純資産（貸借対照表の純資産）がどのような要因で増減

したかを表したものです。 

資金収支計算書 
一会計期間において、現金などの資金の流れを三つの活動（業務活動収支、投資活

動収支、財務活動収支）に分けて表したものです。 

 

 

　　　※上図において矢印で結ばれているところは金額が一致することを意味しています。

－

経常収益・臨時利益

収　　入

現金預金
純資産

前年度末純資産残高

＋

本年度末歳計外現金残高

=

本年度末現金預金残高

－

支　　出

=

本年度末資金残高

資産評価差額・無償所管替等

=

本年度末純資産残高

＋-
－

純行政コスト

＋

税収等・国県等補助金

財務書類４表の関係

貸借対照表

資金収支計算書 純資産変動計算書

行政コスト計算書

=

純行政コスト

負　　債

資　　産

経常費用・臨時損失
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３．令和 4 年度岡垣町財務 4 表（普通会計要約版） 

 

1.固定資産 1.固定負債

（1）有形固定資産 　　　（1）地方債

　　　事業用資産 　　　（2）長期未払金

　　　インフラ資産 　　　（3）退職手当引当金

　　　物品 　　　（4）損失補償等引当金

（2）無形固定資産 　　　（5）その他

（3）投資その他の資産

      投資及び出資金 2.流動負債

      投資損失引当金 　　　（1）1年内償還予定地方債

      長期延滞債権 　　　（2）未払金

      長期貸付金 　　　（3）未払費用

      基金 　　　（4）前受金

      その他 　　　（5）前受収益

      徴収不能引当金 　　　（6）賞与等引当金

2.流動資産 　　　（7）預り金

（1）現金預金 　　　（8）その他

（2）未収金

（3）短期貸付金 　負債の部合計

（4）基金 （1）固定資産等形成分

（5）棚卸資産 （2）余剰分（不足分）

（6）その他

（7）徴収不能引当金

　純資産の部合計

　資産の部合計 　負債及び純資産の部合計

(単位：千円）

貸借対照表
資産の部 負債及び純資産の部

勘定科目
一般会計等

勘定科目
一般会計等

金額 割合 金額

17,582,365 45.6% - -

13,480,113 35.0% 1,060,220 2.7%

割合
35,437,477 91.9% 8,135,388 21.1%

31,644,492 82.1% 7,009,578 18.2%

3,783,263 9.8%

564,860 1.5% 959,118 2.5%

582,013 1.5% - -

9,722 0.0% 65,590 0.2%

- - - -

3,083,540 8.0% - -

- - 816,376 2.1%

139,630 0.4% - -

3,121,003 8.1% 21,567 0.1%

761,864 2.0% 22,397 0.1%

- - - -

4,767△ △0.0% 98,779 0.3%

2,324,180 6.0% 37,761,657 

- - 8,297,683△ 

36,150 0.1%

- - 9,094,506 23.6%

38,558,479 100.0% 38,558,479 100.0%

- -

1,192△ △0.0%

29,463,973 76.4%

経常費用
1.業務費用
　　　（1）人件費
　　　（2）物件費等
          内、減価償却費
　　　（3）その他の業務費用
2.移転費用
　　　（1）補助金等
　　　（2）社会保障給付
　　　（3）他会計への繰出金
　　　（4）その他
経常収益
1.使用料及び手数料
2.その他
純経常行政コスト
臨時損失
臨時利益
純行政コスト

(単位：千円）

5,746,362 50.1%
1,523,990 13.3%
3,987,100 34.8%

行政コスト計算書

勘定科目
一般会計等
金額 割合

11,464,083 100.0%

127,431 

3,163,179 27.6%
2,081,641 18.2%

468,209 4.1%

1,311,791 11.4%
235,272 2.1%

5,717,720 49.9%

275,968 
11,060,683 

1,117 
17,906 

11,043,894 

4,691 0.0%
403,399 3.5%

前年度末純資産残高

1.純行政コスト

2.財源

　　　（1）税収等

　　　（2）国県等補助金

　本年度差額

固定資産の変動（内部変動）

資産評価差額

無償所管換等

その他

　本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

(単位：千円）

純資産変動計算書

勘定科目
一般会計等

金額

- 

- 

0 

3,081 

25,652 

29,463,973 

29,438,321 

11,043,894△ 

11,066,464 

7,371,192 

3,695,273 

22,571 

1.業務活動収支

　　業務支出

　　内、支払利息支出

　　業務収入

　　臨時支出

　　臨時収入

2.投資活動収支

　　投資活動支出

内、基金積立金支出

　　投資活動収入

内、基金取崩収入

3.財務活動収支

　　財務活動支出

　　財務活動収入

本年度資金収支額

前年度末資金残高

本年度末資金残高

前年度末歳計外現金高

本年度末歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金高

本年度末現金預金残高

基礎的財政収支 1,002,955 

1,314,408 

10,091,089 

24,180 

11,406,026 

528 

- 

(単位：千円）

資金収支計算書

勘定科目
一般会計等

金額

482,407△ 

807,918 

325,511 

70,661 

670,002 

740,663 

761,340△ 

1,355,288 

893,043 

593,948 

467,336 

21,010 

191 

21,202 

761,864 
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４．財務書類分析 

統一的な基準による財務書類の整備により、地方財政状況調査（以下「決算統計」という。）

や地方公共団体の財政の健全化に関する法律（以下「健全化法」という。）における健全化

判断比率等の指標に加え、町が保有する資産・負債に対する新たな指標を算出することで、

財政状況を多角的に分析することができます。ここでは、平成 30 年 3 月に報告された「地

方公会計の活用の促進に関する研究会報告書」で示された 5つの視点での分析を行います。 

なお、これらの指標については、全体の大まかな傾向を把握するためには有用ですが、単

年度に発生した特殊要因により大きく数値が変動する場合があることなどから、分析結果

を財政運営に有効活用していくためには、複数年度の傾向を踏まえた分析を行うことが必

要となります。 

 

 

 

分析の視点 住民等のニーズ 指標

▶住民一人当たり資産額

将来世代に残る資産はどのくらいあるか ▶歳入額対資産比率

▶有形固定資産減価償却率

▶有形固定資産の行政目的別割合

将来世代と現世代との負担の分担は適切か ▶純資産比率

▶社会資本等形成の世代間負担比率

 ▶住民一人当たり負債額

財政に持続可能性があるか  ▶基礎的財政収支

（どのくらい負債があるか） ▶債務償還可能年数

行政サービスは効率的に提供されているか ▶住民一人当たり行政コスト

▶性質別・行政目的別行政コスト

歳入はどのくらい税金等で賄われているか ▶受益者負担割合

（受益者負担の水準はどうなっているか）

持続可能性

（健全性）

効率性

自律性

世代間公平性

資産形成度
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（１） 資産形成度（将来世代に残る資産はどのくらいあるか） 

資産形成度は、「将来世代に残る資産はどのくらいあるか」を表したものです。決算統計

においても各種財政指標がありますが、いずれも資産形成度を表す指標ではないため、資産

形成度に関する指標は財務書類を整備することによって初めて得られたものです。 

貸借対照表では、資産の部において地方公共団体の保有する資産のストック情報を一覧

で示しており、これを住民一人当たり資産額、歳入額対資産比率、資産老朽化比率、有形固

定資産の行政目的別割合といった指標を用いて分析することにより、住民等に対して分か

りやすく情報を提供するものといえます。 

 

① 住民一人当たり資産額 

  

 ※住民基本台帳人口は、3 月 31 日現在の人口を使用（以下同じ）。 

 ※類似団体平均値は総務省公表数値（以下同じ） 

 

令和 4年度末の住民一人当たり資産額は 1,224 千円であり、前年度比で減少しています。

減少の要因としては、減価償却により有形固定資産の額が減少したことが挙げられます。 

 

② 歳入額対資産比率 

 

 

算定式

・資産合計÷住民基本台帳人口

住民一人当たり資産額

R4年度

R3年度

R2年度

R1年度

H30年度

38,558,479 31,502 -

38,864,442 31,623 1,517

資産（千円） 「人口統計」（HP)人口（人）
類似団体平均値

（千円）
住民一人当たりの

資産額（千円）

1,224

1,229

40,164,388 31,626 1,527

38,751,261 31,569 1,472

39,260,246 31,670 1,513

1,228

1,240

1,270

算定式

・資産合計÷歳入総額

歳入額対資産比率

R4年度

R3年度

R2年度

R1年度

H30年度

資産（千円） 歳入総額（千円）
類似団体平均値

（年）

38,558,479 12,995,487 -

歳入額対
資産比率（年）

2.97

39,260,246 10,856,956 3.78

40,164,388 10,663,328 3.83

38,864,442 12,829,386 3.24

38,751,261 14,632,401 2.80

3.03

2.65

3.62

3.77
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当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに形成された

ストックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、資産形成の度合いを測ること

ができます。令和 4年度末の歳入額対資産比率は、2.97 年（前年度比-0.06 年）となってい

ます。減少の要因としては、前項と同様、減価償却により有形固定資産の額が減少したこと

が挙げられます。 

 

③ 有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率） 

  

 

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を

計算することにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているかを把握す

ることができます。この比率が高いほど、有形固定資産が老朽化していることを示します。

令和 4 年度末の資産老朽化比率は、71.3％となっており、年々資産の老朽化が進んでいま

す。 

 

④有形固定資産の行政目的別割合 

 
有形固定資産の行政目的別割合では、これまでどのような社会資本を形成してきたかに

ついて、行政分野ごとに把握することができます。本町では、生活インフラ・国土保全と

教育で約 76％を占めています。 

有形固定資産合計-土地等の非償却資産+減価償却累計額

算定式

・有形固定資産
＝

減価償却累計額
減価償却率

有形固定資産減価償却率

R4年度

R3年度

R2年度

R1年度

H30年度

減価償却累計額
（千円）

有形固定資産-非償却資産
+減価償却累計額（千円）

類似団体平均値

47,072,906 65,990,018 -

有形固定資産
減価償却率

71.3%

43,340,565 64,211,659 60.8%

42,109,093 63,768,209 59.9%

45,802,831 65,552,134 61.7%

44,561,135 65,019,721 61.7%

69.9%

68.5%

67.5%

66.0%

生活インフラ

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 その他 合計

R4年度 38.2% 38.1% 4.8% 0.7% 8.8% 1.7% 7.7% 0.0% 100.0%

R3年度 38.2% 37.9% 4.9% 0.7% 9.0% 1.8% 7.5% 0.0% 100.0%

R2年度 38.5% 37.4% 5.0% 0.7% 9.3% 2.0% 7.1% 0.0% 100.0%

R1年度 38.3% 37.6% 5.0% 0.7% 9.6% 2.0% 6.9% 0.0% 100.0%

H30年度 38.2% 37.1% 5.1% 0.7% 9.8% 2.2% 6.9% 0.0% 100.0%

有形固定資産の行政目的別の割合
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（２） 世代間公平性（将来世代と現世代との負担の分担は適切か） 

世代間公平性は、「将来世代と現世代との負担の分担は適切か」を表したもので、貸借対

照表の資産、負債及び純資産の対比によって明らかにされるものです。 

世代間公平性を表す指標としては、健全化法における将来負担比率もありますが、貸借対

照表は、財政運営の結果として、資産形成における将来世代と現世代の負担のバランスが適

切に保たれているのか、どのように推移しているのかを端的に把握することを可能にする

ものです。 

ただし、将来世代の負担となる地方債の発行については、原則として将来にわたって受益

のおよぶ施設の建設等の資産形成に充てることができるものであり（建設公債主義）、その

償還年限も、当該地方債を財源として建設した公共施設等の耐用年数を超えないこととさ

れています（地方財政法第 5 条及び第 5 条の 2）。したがって、地方財政においては、受益

と負担のバランスや地方公共団体の財政規律が一定程度確保されるように既に制度設計さ

れていることにも留意しておく必要があります。なお、地方債の中には、その償還金に対し

て地方交付税措置が講じられているものがあるため、この点にも留意が必要です。 

 

①純資産比率 

  

社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、今までの世代（過去及び現世代）によって既

に負担された割合を見るための指標です。今までの世代によって負担された割合が高いほ

ど、将来世代の負担が少なくなります。令和 4 年度末における純資産比率は 76.4％となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

算定式

・純資産合計÷資産合計

純資産比率

R4年度

R3年度

R2年度

R1年度

H30年度

38,558,479 29,463,973 -

38,864,442 29,438,321 74.3%

資産（千円） 純資産（千円） 類似団体平均値純資産比率

76.4%

75.7%

40,164,388 30,568,305 74.0%

38,751,261 29,273,864 73.7%

39,260,246 29,788,669 73.5%

75.5%

75.9%

76.1%
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②社会資本等形成の世代間負担比率 

      

 

社会資本形成の結果を表す社会資本等のうち、将来世代が負担する割合を見るための指

標です。この比率が低いほど、将来世代の負担が少ないことを示しています。令和 4年度末

の世代間負担比率は 10.1％であり、昨年度から微減しています。 

 

（３） 持続可能性（健全性：財政に持続可能性があるか（どのくらい負債があ

るか）） 

持続可能性（健全性）は、「財政に持続可能性があるか（どのくらい負債があるか）」を表

しており、財政運営に関する本質的な視点です。 

貸借対照表においては、退職手当引当金や未払金など、発生主義により全ての負債を捉え

ることになります。 

 

① 住民一人当たり負債額 

 

 

令和 4年度末における住民一人当たり負債額は、289 千円となっています。 

算定式

社会資本等形成の世代間負担比率

（将来世代負担比率）

※地方債から以下を控除したもの

イ．臨時財政特例債　ロ.減税補填債　ハ.臨時税収補填債　二.臨時財政対策債　ホ.税収補填債特例分

＝
地方債残高　※

有形・無形固定資産合計

社会資本等形成の世代間負担比率

R4年度

R3年度

R2年度

R1年度

H30年度

地方債残高（千円）
有形・無形

固定資産合計（千円）
類似団体平均値

3,210,646 31,654,213 -

社会資本等形成の
世代間負担比率

10.1%

3,145,929 33,828,894 14.0%

3,097,833 34,512,974 13.6%

3,340,592 32,455,844 14.7%

3,305,243 33,253,768 14.1%

10.3%

9.9%

9.3%

9.0%

算定式

・負債合計÷住民基本台帳人口

住民一人当たり負債額

R4年度

R3年度

R2年度

R1年度

H30年度

9,094,506 31,502 -

9,426,121 31,623 389

負債
（千円）

「人口統計」（HP)人口（人）
類似団体平均値

（千円）
住民一人当たりの

負債額（千円）

289

298

9,596,083 31,626 397

9,477,397 31,569 382

9,471,577 31,670 399

300

299

303
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②基礎的財政収支 

 

 

地方債の元利償還額を除いた歳出と地方債借入金を除いた歳入のバランスを見るもので、

ゼロあるいはプラスであれば、地方債に頼らずに行政サービスを実施していることになり

ます。令和 4年度の基礎的財政収支は、投資活動収支が改善したことにより、前年度に引き

続きプラスとなっています。 

 

③債務償還可能年数（参考指標） 

 

算定式

基礎的財政収支＝業務活動収支（支払利息支出を除く）

+投資活動収支（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く)

基礎的財政収支

R4年度

R3年度

R2年度

R1年度

H30年度

298,854 △ 391,435 △ 125.1

149,331 △ 555,092 87.5

△ 92,580

△ 405,761

1,404,564 △ 409,505 794.9

730,440 △ 649,628 70.4

業務活動収支
（支払利息支出を除く）

（千円）

投資活動収支
（基金積立金支出及び

基金取崩収入を除く)（千円）

類似団体平均値
（百万円）

1,338,589 △ 335,634 -

基礎的財政収支
（千円）

1,002,955

995,059

80,812

算定式

（１）

（２）

※１ 将来負担額は、健全化法における将来負担比率の算定式による。

※２ 充当可能財源は、健全化法における将来負担比率算定式中の「充当可能基金+充当可能特定歳入」とする。

※３ 経常一般財源等（歳入）等は、「①経常一般財源等＋②減収補填債特例分発行額＋③臨時財政対策債発行可能額」とする。

　なお、①②は決算統計05表「収入の状況」、③は健全化法における実質公債費比率算定式による。

※４ 経常経費充当財源等は、決算統計14表「性質別経費の状況」における経常経費充当一般財源等から、次の金額を控除した

　額とする。なお、イ～ハは健全化法における実質公債費比率算定式、二は決算統計14表「性質別経費の状況」による。

イ 公債費に準ずる債務負担行為に係るもの

ロ 公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に充てたと認められる繰入金

ハ 一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又は負担金

二 元金償還金（経常経費充当一般財源等）

債務償還可能年数 ＝
将来負担額（※1）-充当可能財源（※2）

経常一般財源等（歳入）等（※3）-経常経費充当財源等（※4）
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業務活動の黒字分を償還財源に充てた場合に、実質債務が何年で償還できるかを示す指

標です。令和 4年度末における債務償還可能年数は 3.55 年となっています。 

 

 

（４） 効率性（行政サービスは効率的に提供されているか） 

効率性は、「行政サービスは効率的に提供されているか」を表しています。行政サービス

の効率性については、地方自治法においても、「地方公共団体は、その事務を処理するに当

っては、住民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしな

ければならない」（同法第 2条第 14 項）とされており、財政の持続可能性と並んで住民の関

心が高い視点です。 

このことについては、多くの地方公共団体で取り組んでいる行政評価において個別に分

析が行われているものと考えられますが、行政コスト計算書は、地方公共団体の行政活動に

係る人件費や物件費等の費用を発生主義に基づきフルコストとして表示するものであり、

行財政の効率化を目指す際に不可欠な情報を一括して提供するものです。 

行政コスト計算書においては、住民一人当たり行政コストや性質別・行政目的別行政コ

ストといった指標を用いることによって、効率性の度合いを定量的に測定することが可能

となります。 

 

① 住民一人当たり行政コスト 

 

債務償還可能年数

将来負担額
充当可能

財源
経常一般財源
等（歳入）等

経常経費充
当財源等

R4年度 10,804,799 5,478,136 6,853,145 5,350,612

R3年度 11,850,625 5,061,037 7,049,710 5,121,982

R2年度 12,382,324 4,339,359 6,490,602 4,704,876

R1年度 12,630,241 4,175,924 6,300,231 4,811,829

H30年度 13,139,567 4,331,108 6,370,744 4,918,960

① ② ①/②

債務償還可能年数（年）

3.55

3.52

4.50

5.68

6.07

算定式

・純行政コスト÷住民基本台帳人口
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令和 4年度末における住民一人当たりの行政コストは、人口の減少等により、351 千円と

なっています。 

 

（５） 自律性（歳入はどのくらい税金等で賄われているか（受益者負担の水準

はどうなっているか）） 

自律性は、「歳入はどのくらい税収等で賄われているか（受益者負担の水準はどうなって

いるか）」といった住民等の関心に基づくものです。 

これは、地方公共団体の財政構造の自律性に関するものであり、財務書類についても、行

政コスト計算書において使用料・手数料などの受益者負担の割合を算出することが可能で

あるため、これを受益者負担水準の適正さの判断指標として用いることができます。 

 

①受益者負担割合（受益者負担比率） 

  

 

行政コスト計算書における経常収益は受益者負担の金額であるため、経常費用に対する

経常収益の比率を算定することにより、受益者負担の割合を把握することができます。この

受益者負担比率を類似団体等と比較することなどで、適正な受益者負担の検討に活用でき

ます。令和 4年度末の受益者負担比率は、前年度に比べて使用料及び手数料が増加したこと

などから、3.5％（前年度比＋0.1 ポイント）となっています。 

 

住民一人当たり行政コスト

R4年度

R3年度

R2年度

R1年度

H30年度

11,043,894 31,502 -

10,880,772 31,623 37.3

純行政コスト
（千円）

「人口統計」（HP)人口（人）
類似団体平均値

（千円）
住民一人当たりの

純行政コスト（千円）

351

344

9,285,471 31,626 31.8

13,202,510 31,569 44.2

9,662,367 31,670 32.9

418

305

294

算定式

受益者負担比率 ＝
経常収益
経常費用

受益者負担の割合（受益者負担比率）

R4年度

R3年度

R2年度

R1年度

H30年度

379,322 11,261,035 4.0%

344,789 13,520,221 3.5%

経常収益
（千円）

経常費用
（千円）

類似団体平均値

403,399 11,464,083 -

受益者負担比率

3.5%

3.4%

2.6%

391,944 9,968,739 4.7%

343,792 9,540,429 4.8%

3.9%

3.6%
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自治体名：岡垣町

会計：一般会計等 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 35,437,476,723   固定負債 8,135,387,922

    有形固定資産 31,644,491,539     地方債 7,009,577,672

      事業用資産 17,582,365,204     長期未払金 -

        土地 9,822,464,407     退職手当引当金 1,060,220,000

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 24,455,298,572     その他 65,590,250

        建物減価償却累計額 -17,779,953,101   流動負債 959,117,954

        工作物 3,508,162,262     １年内償還予定地方債 816,375,757

        工作物減価償却累計額 -2,438,410,296     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 98,778,804

        航空機 -     預り金 21,566,593

        航空機減価償却累計額 -     その他 22,396,800

        その他 - 負債合計 9,094,505,876

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 14,803,360   固定資産等形成分 37,761,656,623

      インフラ資産 13,480,113,403   余剰分（不足分） -8,297,683,207

        土地 2,867,677,822

        建物 1,821,536,078

        建物減価償却累計額 -1,365,885,073

        工作物 34,715,372,379

        工作物減価償却累計額 -24,581,022,303

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 22,434,500

      物品 1,489,648,242

      物品減価償却累計額 -907,635,310

    無形固定資産 9,721,719

      ソフトウェア 9,721,719

      その他 -

    投資その他の資産 3,783,263,465

      投資及び出資金 564,860,301

        有価証券 -

        出資金 564,860,301

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 139,630,124

      長期貸付金 -

      基金 3,083,540,241

        減債基金 -

        その他 3,083,540,241

      その他 -

      徴収不能引当金 -4,767,201

  流動資産 3,121,002,569

    現金預金 761,864,429

    未収金 36,150,395

    短期貸付金 -

    基金 2,324,179,900

      財政調整基金 1,697,307,559

      減債基金 626,872,341

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -1,192,155 純資産合計 29,463,973,416

資産合計 38,558,479,292 負債及び純資産合計 38,558,479,292

貸借対照表
（令和5年3月31日現在）

５．普通会計財務４表 
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自治体名：岡垣町

会計：一般会計等 （単位：円）

    その他 -

純行政コスト 11,043,893,694

    その他 119,409

  臨時利益 17,906,149

    資産売却益 17,906,149

    資産除売却損 469,146

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 11,060,683,288

  臨時損失 1,116,555

    災害復旧事業費 528,000

  経常収益 403,399,299

    使用料及び手数料 127,430,884

    その他 275,968,415

      社会保障給付 2,081,640,988

      他会計への繰出金 468,209,388

      その他 4,691,314

        その他 205,132,258

    移転費用 5,717,720,252

      補助金等 3,163,178,562

      その他の業務費用 235,271,859

        支払利息 24,180,245

        徴収不能引当金繰入額 5,959,356

        維持補修費 110,622,900

        減価償却費 1,311,790,624

        その他 -

        その他 198,051,396

      物件費等 3,987,100,197

        物件費 2,564,686,673

        職員給与費 1,100,325,843

        賞与等引当金繰入額 98,778,804

        退職手当引当金繰入額 126,834,236

  経常費用 11,464,082,587

    業務費用 5,746,362,335

      人件費 1,523,990,279

行政コスト計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額
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自治体名：岡垣町

会計：一般会計等 （単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

前年度末純資産残高 29,438,321,389 38,141,176,599 -8,702,855,210

  純行政コスト（△） -11,043,893,694 -11,043,893,694

  財源 11,066,464,499 11,066,464,499

    税収等 7,371,191,959 7,371,191,959

    国県等補助金 3,695,272,540 3,695,272,540

  本年度差額 22,570,805 22,570,805

  固定資産等の変動（内部変動） -379,519,986 379,519,986

    有形固定資産等の増加 510,684,418 -510,684,418

    有形固定資産等の減少 -1,312,315,121 1,312,315,121

    貸付金・基金等の増加 1,089,067,228 -1,089,067,228

    貸付金・基金等の減少 -666,956,511 666,956,511

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 10 10

  その他 3,081,212 - 3,081,212

  本年度純資産変動額 25,652,027 -379,519,976 405,172,003

本年度末純資産残高 29,463,973,416 37,761,656,623 -8,297,683,207

純資産変動計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 合計
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自治体名：岡垣町

会計：一般会計等 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 21,010,438

本年度歳計外現金増減額 191,188

本年度末歳計外現金残高 21,201,626

本年度末現金預金残高 761,864,429

    その他の収入 364,967

財務活動収支 -482,407,276

本年度資金収支額 70,660,882

前年度末資金残高 670,001,921

本年度末資金残高 740,662,803

  財務活動支出 807,918,243

    地方債償還支出 790,520,472

    その他の支出 17,397,771

  財務活動収入 325,510,967

    地方債発行収入 325,146,000

    貸付金元金回収収入 50,000,000

    資産売却収入 17,961,500

    その他の収入 -

投資活動収支 -761,340,116

【財務活動収支】

    貸付金支出 50,000,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 593,948,173

    国県等補助金収入 58,650,324

    基金取崩収入 467,336,349

【投資活動収支】

  投資活動支出 1,355,288,289

    公共施設等整備費支出 412,245,418

    基金積立金支出 893,042,871

    投資及び出資金支出 -

  臨時支出 528,000

    災害復旧事業費支出 528,000

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 1,314,408,274

  業務収入 11,406,025,500

    税収等収入 7,370,499,688

    国県等補助金収入 3,636,622,216

    使用料及び手数料収入 126,632,354

    その他の収入 272,271,242

    移転費用支出 5,717,720,252

      補助金等支出 3,163,178,562

      社会保障給付支出 2,081,640,988

      他会計への繰出支出 468,209,388

      その他の支出 4,691,314

    業務費用支出 4,373,368,974

      人件費支出 1,468,746,898

      物件費等支出 2,675,309,573

      支払利息支出 24,180,245

      その他の支出 205,132,258

資金収支計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 10,091,089,226


